鳥取県環境基本計画の見直しについて（案）
環境立県推進課
１　改定する理由

	平成１７年２月に改定した現行基本計画（第２次）の目標年度（平成２２年度末）満了に伴い、目標到達状況及び昨今の環境を取巻く状況や経済・社会情勢の変化及び科学技術の進展などに柔軟に対応するため、計画の見直しを行う。


２　環境を取巻く現状と課題
（１）国際情勢
　　温暖化問題、資源の枯渇、生態系の破壊に加え、経済状況の悪化等に伴う将来への不安等に対する危機感の高まりを背景とした「持続可能な社会づくり」に対する機運の一層の高まり。
　　背景：京都議定書収束期間（2008～2012）の開始とポスト京都議定書を睨んだ国際間の牽制
　　　　　国際的な金融危機を契機としたグリーンニューディール政策の推進
　　　　　科学技術の進展と希少資源の重要性

　　　　　生物多様性の保全機運の高まり（名古屋市でのＣＯＰ１０における国際合意）
（２）国内情勢
　　平成１８年　４月　「第３次環境基本計画」を閣議決定（循環型社会・自然共生社会・低炭素社会の三つの社会の統合的取組を提示）
　　平成１９年１１月　「第３次生物多様性国家戦略」の閣議決定（３つの危機（乱開発、里山の縮小、外来生物）と４つの基本戦略を定義）
　　平成２０年　３月　「第２次循環型社会形成推進基本計画」の閣議決定
　　平成２０年　６月　「生物多様性基本法」の制定
　　平成２１年１２月　ＣＯＰ１５における「コペンハーゲン合意」に賛同し、１９９０年比２５％削減（全ての主要国による国際枠組みへの参加などが前提）の削減目標を提出

　　平成２２年　３月　「生物多様性国家戦略2010」の策定・・・３つの危機に加え、地球温暖化の観点を追加、中長期目標を設定
平成２３年　３月　２５％削減目標や排出量取引を規定した「地球温暖化対策基本法」が審議中（過去、２度廃案）
（３）県内の情勢

①現行計画策定以降の行政運営方針、環境関連条例等の状況
	総合
	・実行計画「環境先進県に向けた次世代プログラム」の策定（H20.5）

	連携・協働
	・とっとり環境ネットワークの設立（H17.6）

	循環型社会
	・鳥取県石綿健康被害防止条例の制定（H17.10）

・鳥取県産業廃棄物処理施設の設置に係る手続の適正化及び紛争の予防、調整などに関する条例の制定（H17.12）
・鳥取県廃棄物処理計画（第６次）の策定（H19.3）

	自然共生
	・中海、ラムサール条約湖沼に登録（H17.11）

・東郷池水質管理計画の策定（H19.3）

・日本一の鳥取砂丘を守り育てる条例の制定（H20.4）

・「中海に係る湖沼水質保全計画（第５期）」の策定（H22.3）

・中海会議の設立（H22.4）

・湖山池会議の設立（H22.8）

・山陰海岸、世界ジオパークネットワークへの加盟が承認（H22.10）

	景観
	・鳥取県景観形成条例の制定（H19.3）

	地球環境
	・北東アジアサミットにおける「環境交流宣言」の採択（H19.10）

・鳥取県地球温暖化対策条例の制定（H21.3）

・鳥取県地球温暖化防止活動推進センターの指定（H22.6）

	その他
	・基本構想「鳥取県の将来ビジョン」の策定（H20.12）

・とっとり発グリーンニューディール戦略の策定（H21.9）

・鳥取県経済成長戦略の策定（H22.4）


②現行基本計画における目標と評価
基本計画の施策の実施状況について、実行計画（次世代プログラム）及び鳥取県の将来ビジョン等の目標指標に基づき進捗状況を評価した結果は次のとおり。

	基本方針
	評価結果

	すべての主体の連携・協働による環境立県

	・こどもエコクラブ等の環境学習への取組みは着実に伸びている。

・ＴＥＡＳの普及や環境配慮活動に取組む県民は増加。
・環境保全に取組むＮＰＯ団体の活動が定着しつつある。

・マイバッグ持参は徐々に進みつつあるが、レジ袋やアイドリングストップ認証の普及などに係る県民運動としての盛上りは今ひとつ。
環境保全のために自ら考え行動する人づくりをより推進する必要
がある。

	循環を基調とする社会経済システムの実現


	・ごみ排出量は家庭、事業者ともに減少傾向、リサイクル率は家庭、事業者ともに増加の傾向。

・レジ袋の辞退率は向上したものの、無料配布中止の実現には至っていない。

・リサイクルビジネスに取組む企業数、グリーン商品の認定数は順調に増加。

・県内での産業廃棄物最終処分場の確保は依然として課題が継続
一定の成果は出ているが、循環型社会の実現に向けて一層の取組み

推進が必要

	自然と人間の共生の確保


	・県内三湖沼の水質は横這い傾向にあるものの、改善目標には未到達。
・中海一斉清掃や砂丘アダプト除草の取組みは徐々に増えている。

・間伐面積や有機栽培面積は増加

・里地里山の荒廃と鳥獣被害の深刻化

自然環境のもたらす恵みを将来にわたって持続的に利用するため、自然の持つ多面的な機能の維持と質の回復・向上等を図ることが必要。


	快適な環境・美しい景観の保全と創造


	・景観まちづくり活動に取り組む団体数、地域資源を活用したまちづくり実施地区数は順調に増加しているが、具体的な景観形成に繋がっていない。
・「鏝絵・まなこ壁」を通じた鳥取県の地域資源への認識の高まりや、「鳥取鹿野地区」、「智頭宿」、「倉吉打吹地区」、「米子旧加茂川・寺町周辺」など、地域の景観・歴史的資源を活かした街なみが形成されつつある。

歴史的・文化的な建造物や街なみの維持には・住民参加・多様な
主体の協働連携を維持していくことが必要

	地球環境保全に向けた活動の推進と国際連携


	・ＣＯ２排出量は近年横ばいか減少傾向にあるが、1990年度比では家庭（マイカーを含む）、店舗、事務所等での増加が著しい。
・大型風力発電の稼動、太陽光発電導入支援により自然エネルギーの普及は順調に伸びてきたが、今後の拡大には目処が立っていない。
・ＣＯ２の吸収源として森林の活用が見直され、Ｊ－ＶＥＲなどの取組みが進みつつある。

・北東アジア地域と協力し、環境問題の解決に向け協力していく下地作りはできたが、具体的な成果はまだ出ていない。

温室効果ガス削減の新たな目標の達成に向け、新たな技術導入など
の取組みが必要


２　次期環境基本計画で定める事項
（１）計画の目標及び施策の方向
	・基本条例の理念及び、県の総合計画（鳥取県の将来ビジョン）を踏まえ、基本的方向性を規定する。

・基本的な考え方や構成は現行基本計画を活かしつつ、新たに「安全・安心」の視点を加えた６目標として再構成。
・目標に基づき展開する施策については、これまでの目標達成状況及び環境を取巻く現在の状況や社会情勢の変化、将来ビジョン等を考慮し次ぎのとおり修正する。


○計画の基本的方向（案）
『県民と共に築く安心で持続可能な環境立県とっとりの実現』
「参加・協働」「地球環境」「安全・安心」「循環社会」「自然共生」「景観・快適さ」

	現状計画の目標及び施策の方向性
	
	次期計画（案）の目標及び施策の方向性

	Ⅰ　すべての主体の連携・協働による環境立県

①環境教育・学習の推進

②環境配慮活動の推進

③環境立県県民運動の推進

④大学との連携
	
	[参加・協働]

Ⅰ　すべての主体の参加による環境立県県民

運動の展開
①環境教育・学習の推進

②企業・家庭における環境配慮活動の推進

③県民・ＮＰＯ・企業・大学等との連携

	Ⅱ　循環を基調とする社会経済システムの実現

①廃棄物の減量化、リサイクル、適正管理

②環境産業の振興、環境産業クラスターの形成

③大気・水・土壌環境の保全

④環境ホルモンなど化学物質の適正管理
	
	[地球環境]

Ⅱ　地球的規模の環境問題への率先的な取組みと国際連携による貢献
①二酸化炭素等の温室効果ガスの削減

②再生可能エネルギーの活用

③北東アジア地域と連携した環境保全の推進

	Ⅲ　自然と人間の共生の確保

①三大湖沼等豊かな自然環境の保全・再生
②野生動植物の保護と生息環境の保全・再生

③農地、森林等の持つ環境保全機能の確保

④人と自然とのふれあいの確保
	
	[安全・安心]

Ⅲ　安全で安心してくらせる生活環境の実現
①大気・水・土壌環境の保全と地下水の適正管理
②環境汚染化学物質の適正管理

③環境影響評価の推進

	Ⅳ　快適な環境・美しい景観の保全と創造

①美しい景観の保全と創造
②歴史的、文化的環境の保存と整備

③環境影響評価の推進
	
	[循環社会]

Ⅳ　環境負荷低減の取組みが経済活動として循環する社会経済システムの実現
①廃棄物の減量化、リサイクル、適正管理

②環境産業の振興

	Ⅴ 地球環境保全に向けた活動の推進と国際連携
①二酸化炭素等の温室効果ガスの削減

②自然エネルギーの導入

③酸性雨、黄砂防止対策の推進

④国際連携の推進
	
	[自然共生]

Ⅴ　自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
①三大湖沼の浄化と利活用の推進
②生物多様性・健全な自然生態系の保全

③農地、森林等の持つ環境保全機能の確保

④人と自然とのふれあいの確保

	
	
	[景観・快適さ]

Ⅵ　美しい景観の保全ととっとりらしさを活かしたまちなみづくりの推進
①美しい景観の保全・再生
②歴史的、文化的まちなみの保存と整備


（２）計画の目標年度
計画策定年度である平成２３年度から平成３２年度末までの１０年間とする。

なお、環境を巡る状況等に変化があった場合、５年を目途に見直しを行うこととする。

（３）計画の実行

・具体的に推進する施策について、実行計画（次期次世代プログラム）を策定する。

・実行計画は、環境基本計画に掲げた施策の方向性の中から当面、重点的に取組むべき項目を抽出し、３年後の目標（可能な限り数値化）と目標達成のための施策を掲げる。


【目標値の例】
Ⅰ　すべての主体の参加による行動
１　環境教育・学習の推進

目標：エコクラブ参加者数１０，０００人
○エコクラブに参加する子供たちの数を現在の２倍にする。（H21年度 約５千人）
行動：環境教育・学習アドバイザーの育成・資質向上、県内こどもエコクラブの育成支援
　　　　　幼児を対象とした環境学習の充実、自然体験活動のネットワーク化

２　環境配慮活動の推進

目標：ＴＥＡＳ登録数１，０００件
　　○将来ビジョンの目標値（H30年に1,500件）達成のための短期目標値を設定。

行動：県内企業、学校、家庭へのＴＥＡＳの普及促進
　　　
３　環境立県県民運動の推進
目標：自然公園清掃活動等の環境活動参加　毎年２０，０００人
○環境保全活動への参加者を２倍にする。（H21年度　約1万人）

行動：市町村、民間団体等との連携協力

Ⅱ　地球環境保全に向けた活動の推進と国際連携
１　二酸化炭素等温室効果ガスの削減

目標①：温室効果ガスを1990年比５％削減する。
（中期目標は2020年までに森林吸収量と相殺して25％削減）
主な行動：ＥＶ等インフラ整備の推進、地球温暖化防止活動の支援・普及啓発
目標②：吸収源対策として育成林の間伐面積を4,200ｈａ以上とする。
主な行動：森林整備の充実、間伐材の利用促進，Ｊ－ＶＥＲの普及促進

２　再生可能エネルギーの活用
目標：太陽光発電の導入数25,000kW（中期目標は2020年までに131,000kw）
行動：住宅用太陽光発電等の導入促進

　　　３　北東アジア地域と連携した環境保全の推進

目標：北東アジア地域との協働事業の実施　１０件
行動：北東アジア地域に共通する環境課題の相互理解と解決に向けた協力の推進
（４）実行計画の進行管理

・実行計画で具体的に推進する施策と目標については、県の工程表により進行管理する。


工程表とは

県の各所属が行う施策の達成度をベンチマーク（指標）に照らして検証しつつ、ＰＤＣＡサイクルを繰り返すことにより自律的に目標達成に向かっていく仕組み。

その状況を鳥取県ホームページ（とりネット）に公表し広く意見を求める「鳥取県版行政評価」の仕組み。

（参考）

１　鳥取県環境の保全及び創造に関する基本条例（抜粋）

（基本理念）

第３条　環境の保全及び創造は、県民が健全で恵み豊かな環境の恵沢を亨受するとともに、この環境を将来の世代に継承していくことを目的として行われなければならない。

２　環境の保全及び創造は、人と自然とが共生し、持続的な発展が可能な社会が実現されるように、環境を保全する行動及びより快適な環境を創造する行動がすべての者の公平な役割分担の下に自主的かつ積極的に行われなければならない。

３　地球環境保全は、地域における事業活動及び日常生活が地球環境に影響を及ぼしていることにかんがみ、すべての者の事業活動及び日常生活における着実な取組と国際協力により積極的に推進されなければならない。

（環境基本計画）

第９条　知事は、環境の保全及び創造に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な計画(以下「環境基本計画」という。)を定めなければならない。

２　環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

（１）環境の保全及び創造に関する目標

（２）環境の保全及び創造に関する施策の方向

（３）前２号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

３　知事は、環境基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ、鳥取県環境審議会の意見を聴かなければならない。

４　知事は、環境基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

５　前２項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。

２　鳥取県の将来ビジョン（環境該当項目抜粋）

Ⅰ【ひらく】地域で・県外で・国外で新時代に向かって扉をひらく

（６）活気あふれる「海外との交流」

Ⅱ【つなげる】様々な活動・力をつなげ、結集して、持続可能で、魅力あふれる地域を創る
（６）魅力があふれ、人が集う「にぎわいまちづくり」
Ⅲ【守る】鳥取県の豊かな恵み・生活を守り、次代へつなぐ
（１）豊かな自然・環境を守り、育て、次代につなげる   ～「自然・環境バトンリレープロジェクト」

１－１とっとりの豊かな自然環境の保護
１－２地球にやさしい暮らし方の実践と課題解決への道づくり
１－３循環型社会の確立

１－４地球環境の変化に対応した農林水産業・みどり豊かな森林づくり









